
グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表

岡山県　瀬戸内市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

304.92 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 38,252 125.45

－

- 該当数値なし 29.62 83.79 3,834 11,298 3.01 3,753.49 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成26年1月1日に使用料改定を行いました。処理場及び管
路の維持管理費については、接続件数の増加と、業務内容の
見直しや処理施設の統廃合による委託費等の減少に伴い、使
用料収入により賄うことができるようになっています。
　現在も管路整備事業を行い、供用開始エリアが年々拡大し
ている状況にあり、今後も接続件数の増加が見込まれます
が、節水によると思われる有収水量の減少傾向も見られ、接
続件数の増加が単純に収入の大幅増にはつながらない状況に
あります。供用開始エリア内の未接続の家庭に早期の接続を
お願いするほか、節水の影響にも注意しなければなりませ
ん。
　農業集落排水事業・漁業集落排水事業の状況もあわせ、今
後も使用料の適正化に向け、定期的な分析・算定基準の見直
しを行う必要があります。
　また、施設整備事業の財源としては国庫補助金を最大限活
用していますが、その他では下水道事業債の割合が高く、
年々償還額が増加しています。初期の処理場建設・下水道本
管の整備等による多額の起債償還が特定の時期に集中するこ
とから、今後は資本費平準化債を活用し、特定の期間・特定
の世代に起債償還の負担が偏ることがないよう、将来に渡っ
て平準化していきます。
　そして、隣接する農業集落排水事業処理区の接続も検討
し、下水道事業全体としての維持管理費の抑制を図ることも
課題の一つです。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　処理場・管路ともに、まだ耐用年数を迎えていません。毎
年設備機器の点検・整備を行うことで、深刻な故障が起こら
ぬよう管理運営を行っています。
　受贈資産として既存の施設を引き継いだ団地内の管路につ
いては、耐用年数が近付いていますので、平成29年度より該
当する箇所の調査・設計を行い、以降順次管更生工事を進め
る計画です。
　また、将来必ず発生する耐用年数を迎えた施設設備の更
新・更生にかかる費用の平準化を目指し、平成29年度より特
定環境保全公共下水道事業においてストックマネジメントの
導入を計画しています。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　平成28年度より、瀬戸内市では下水道事業全般に企業会計
を導入し、今まで以上に経営状態が明確に把握できるように
なりました。
　一般会計繰入金の抑制に向け、平成26年度末には長船浄化
センターを廃止し、長船中央浄化センターで一括して処理を
行うよう処理場の統廃合を行いました。その他、未接続の家
庭の早期接続による使用料収入の増加も必要不可欠な要素で
す。
　また、ストックマネジメントの導入や、定期的な点検・整
備により施設設備の長寿命化に努めることも重要です。
　今後も使用料収入の増加・維持管理費の抑制に向けた取り
組みを行わなければなりません。
　また、現在も管路整備事業が継続中のため、資本費平準化
債の活用による負担の平準化を行いつつ、計画的な管路整備
を行わなければなりません。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,457.06】

【81.28】【40.31】【250.25】【64.73】

【0.10】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表

岡山県　瀬戸内市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

304.92 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 38,252 125.45

－

- 該当数値なし 9.21 112.37 3,834 3,513 1.02 3,444.12 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成26年1月1日に使用料の改定を行いましたが、施設維持
管理費について、その大部分を一般会計からの繰入金で賄っ
ている状況です。
　整備事業終了後も処理区域内人口の接続率は6割程度にとど
まっており、未だに4割近くが未接続の状態です。そのため、
汚水処理原価は全国平均を2倍近く上回るものになっていま
す。
　使用料収入の増加・処理場の運転効率の向上の両面から、
未接続の家庭に対しては早期の接続をお願いしていかなけれ
ばなりません。
　維持管理コスト削減のためには、現在市内4箇所にある処理
場について、各処理場の処理能力のスリム化の検討・実施の
ほか、特定環境保全公共下水道の処理区を含め、隣接する処
理区と接続することによる処理場の統廃合を研究・検討し、
実施することも重要になります。
　特定環境保全公共下水道事業・漁業集落排水事業の状況も
あわせ、今後も使用料の適正化に向け、定期的な分析・算定
基準の見直しを行う必要があります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

 処理場・管路ともに、まだ耐用年数を迎えていません。毎年
施設設備の点検・整備を行うことで、深刻な故障が起こらぬ
よう管理運営を行っています。
 また、将来必ず発生する耐用年数を迎えた施設設備の更新・
更生にかかる費用の平準化を目指し、農業集落排水事業にお
いてもストックマネジメントの早期導入を検討します。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　平成28年度より、瀬戸内市では下水道事業全般に企業会計
を導入し、今まで以上に経営状態が明確に把握できるように
なりました。
　一般会計繰入金の抑制には、未接続の家庭の早期接続によ
る使用料収入の増加が必要不可欠な要素です。
　維持管理費の抑制には、ストックマネジメントの導入や、
定期的な点検・整備により施設設備の長寿命化に努めるとと
もに、処理場の処理能力のスリム化・施設の統廃合を検討
し、積極的に実施することが重要です。
　今後も使用料収入の増加・維持管理費の抑制に向けた取り
組みを怠ることなく進めなければなりません。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,015.77】

【84.50】【52.74】【289.81】【52.78】

【0.03】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表

岡山県　瀬戸内市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

304.92 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 38,252 125.45

－

- 該当数値なし 0.65 108.23 3,834 248 0.04 6,200.00 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成26年1月1日に使用料の改定を行いましたが、施設維持
管理費について、その大部分を一般会計からの繰入金で賄っ
ている状況です。
　一方で、処理区域内人口の水洗化率は100％に近く、ほぼ全
ての家庭が接続を終えている状況であり、今後人口減少も予
測されることから、使用料収入の増加は見込めない状況で
す。
　処理場の汚水処理能力は、処理区の立地上、海水浴客等に
よる処理水量の突発的な増加に対応できるよう余裕を持たせ
た設計になっています。今後は1日あたりの最大処理水量の
データから余剰となる能力部分の削減、あるいはより高性能
で低コストな処理方法への変更を検討・導入することによ
り、維持管理費を抑制する必要があります。
　汚水処理原価も全国平均を上回っており、特定環境保全公
共下水道事業・農業集落排水事業の状況もあわせ、今後も使
用料の適正化に向け、定期的な分析・算定基準の見直しを行
う必要があります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　処理場・管路ともに、まだ耐用年数を迎えていません。毎
年施設設備の点検・整備を行うことで、深刻な故障が起こら
ぬよう管理運用を行っています。
　施設設備の長寿命化を目指し、平成25年度に詳細な機能診
断を行った上で保全計画を策定しました。
　この計画に基づき、平成26年度に実施設計を行い、平成27
年度・平成28年度の2ヶ年をかけ、施設設備の長寿命化工事を
実施しています。
　また、将来必ず発生する耐用年数を迎えた施設設備の更
新・更生にかかる費用の平準化を目指し、漁業集落排水事業
においてもストックマネジメントの早期導入を検討します。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　平成28年度より、瀬戸内市では下水道事業全般に企業会計
を導入し、今まで以上に経営状態が明確に把握できるように
なりました。
　漁業集落排水事業においては、処理区の立地条件から、隣
接する特定環境保全公共下水道処理区や農業集落排水処理区
との統合は難しく、単独での事業を継続する必要がありま
す。
　そのためには、ストックマネジメントの導入や、定期的な
点検・整備を怠ることなく施設設備の長寿命化に努めるとと
もに、処理場の処理能力のスリム化や、より高性能で低コス
トな処理方法への変更を計画的に検討・実施し、維持管理費
抑制を行う必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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①収益的収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,052.66】
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